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Ⅰ．はじめに

従来から「平等・公平」に関する諸問題は、教育学、
哲学、倫理学、法学、経済学等の分野で検討されてき
た。これには、究極的には、その国のあり方を決定し、
一筋縄ではいかない、現実的かつ複雑な内容を包んで
いるために多様で多角的な議論が展開されている。障
害者1）の教育・福祉領域に限れば、ここ40年間の国
連の障害者問題の取組みは、「平等・公平」の実現に
向けての活動である。「平等・公平」の施策として障
害者権利条約（2006）の制定が挙げられる。障害者権
利条約の第24条には、障害児に「個別のサポート」
を提供し、個人の要求する「合理的配慮」2）を提供す
ることが明記されている。

現在の我が国の障害者法は、障害者権利条約に基づ
いて作成されており、改正障害者基本法（2011）や障
害者差別解消法（2013）などが施行されている。これ
らの法令の下に学校教育では障害児の適切な教育を確
保するために様々な工夫や支援・指導が行われている。
例えば、通常の教育とは異なるカリキュラムで支援・
指導するために車いすの利用を認めることもその一例
である。障害者権利条約においては、これらは、「サポー
ト」であり、「合理的配慮」ではない。サポートは校
内の児童生徒が同様に受ける工夫や支援・指導であり、

「合理的配慮」は個人に対する「特別な措置（配慮）」
であり、「合理的配慮」は、障害のある子どもに、そ
の状況に応じて個別に提供されるものである。通級に
よる指導、特別支援学級、特別支援学校の設置は、子
ども一人ひとりの学習権を保障する観点から多様な学
びの場の確保のための「基礎的環境整備」として行わ
れている3）。

合理的配慮は、障害者権利条約で謳われてきたが、
現在の我が国では馴染みの薄い概念である。障害に対

する社会的偏見や障害児者のニーズへの理解不足は、
無視、無関心として現れ、そのような無視や無関心の
背後にある隠された敵意、パターナリズムによって障
害者への差別が永続化される面がある。そのために障
害に関する啓発活動が求められる4）5）。学校の指導場
面で学級担任が発達障害児にタブレットを使用させよ
うとしたとき、他の子どもから「Aさんだけずるい」
という不満が出る。このとき、学級担任は、子どもた
ちにこの状況を説明しなくてはならない。合理的配慮
を行いながら、同時に合理的配慮の啓発活動を進めて
いく必要がある。障害者権利条約で謳われている「合
理的配慮」と従来の支援活動とどこが違うのかを教育
関係者が共通認識しているとは必ずしも言えない状況
にあると思われる。

我が国の教育関係者が、米国のSNSで拡散された
イラスト6）からアイデアを借用し、合理的配慮の説明
を試みた実践がある7）8）9）。このイラストは、これが
拡散する過程の中で「平等、公平」という用語を巡り、
様々なアイデアが盛り込まれ、論議を呼んだものであ
る。拡散の過程には、哲学、倫理学、経済学、障害学
などで議論されている内容を垣間見ることができ、
人々が平等・公平、障害をどのように考えているかの
手がかりを知ることができる。このイラストの発信者
は、合理的配慮の啓発を念頭に作成したものではない。
それだけに、我が国の教育関係者が、この拡散された
イラストをどのような根拠で合理的配慮の説明に用い
たのかを検証していくことは意義あることである。

そこで、本稿では、合理的配慮が、「平等・公平」
論争に係る社会正義理論においてどのように位置づけ
られる概念なのか、この過程で生じた障害者に関する
法律における平等・公平の政策がどのように具体化さ
れてきたのかを論究する。そのために、1）米国のソー
シャルメディアを賑わした1枚のイラストに関する話
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題を取り上げ、2）そのイラストが拡散する過程で取
り上げられた意見は社会正義理論の枠組みで整理でき
ると考えられるために社会正義に関する思想を概括
し、3）障害に基づく差別への法的対応例として米国
を取り上げ、特に公民権法が制定されてからの経緯や
米国障害者法（以下、ADA）と公民権法の差異を言
及し、4）障害者権利条約における合理的配慮の「合
理的」の法的な解釈を考える。

Ⅱ．ソーシャルメディアを賑わした1枚のイラスト

米国シンシナティ大学ビジネス学部教授のフローエ
ル氏は、2012年12月にグーグルにイラストを投稿し
た6）。これが、SNS上で瞬く間に拡散した。2016年に
フローエル氏が再投稿し、隣国のカナダをはじめ、オー
ストラリア、ドイツでも話題になった。このイラスト
は、「平等と公平」を視覚的に表現したものとして、「平
等対公平」の論争を巻き起こし、Twitterだけでなく、
大学の講義や福祉機関等の行政の資料にも使用されて
いった。

フローエル氏は、2012年11月の米国大統領選挙の
直後に保守系の活動家と議論するために自身の考え方
との違いを説明するにイラストを作成した。オリジナ
ル版は、二枚の画像を並べ、「平等」に対して「保守
的な考え」と「民主的な考え方」を示したものであっ
た。作成の意図は、図1の左図のように「機会均等」
だけでは満足のいく目標ではなく、右図のように結果
の平等、すなわち、公正や公平性を何らかの形で考慮
する必要があるという考え方を示そうとするものだっ
た。野球好きであったフローエル氏は、この差異を説
明する最も簡単な例としてフェンス越しに野球を見よ
うとする3人の子どもたちを思いたった。そのイラス
トをグーグルに投稿した。

保守派が考える平等 民主派が考える平等

図 1　フローエル氏のオリジナルのイラスト
（ 出 典：https://medium.com/@CRA1G/the-evolution-of-an-
accidental-meme-ddc4e139e0e4 を参考に都築が作成した。）

フローエル氏は友人から2016年4月14日にメッ
セージを受け取った6）。フローエル氏は、この友人の

メールを読み、この3〜4年の経過に驚かされた。図
2のように、子ども3人ではなく、左側の大人と中央・
右側の子ども二人のものに改変されていたのである。
フローエル氏は、2013年3月にニューヨーク大学のビ
ジネス学部の教授であるジョナサン・ハイト氏が図1
の使用の許諾を求めてきたので承諾していた。ハイト
氏は、社会心理学者であり、道徳心理学をビジネス倫
理に適用している研究者であり、フローエル氏の知人
でもある。ハイト氏が2013年3月9日に図1を使用し
て講演を行っている様子は確認されている。その後、
拡散し、2014年には、踏み台もフェンスがないもの
が投稿されていた。

平等 公平

図 2　SNSで拡散したイラスト
（ 出 典：https://medium.com/@CRA1G/the-evolution-of-an-
accidental-meme-ddc4e139e0e4 を参考に都築が作成した。）

フローエル氏は、当初、公正や公平の定義を視覚化
することを考えたわけではない。フローエル氏は、踏
み台を増やすことは考えておらず、3人が如何に野球
を楽しむかは問題にしていなかった。しかし、SNS上
では、平等や公平を表すイラストが投稿され、「平等
対公平」の論争が展開されていった。踏み台は何を示
しているのか、踏み台は誰が動かすのなど、意見は尽
きなかった。フローエル氏は、自身が根拠とする経済
学理論をもとに、政治の考え方の違いを表そうとした
のである。図1において全員が1個の踏み台を与えら
れ、3人が同じ数の踏み台を持っているから平等であ
ると主張するのは、主として共和党系の人たちであり、
身長の違いによって踏み台の配分を変えていくのが民
主党系の考えであることを説明したかったのである。

フローエル氏がイラストをグーグルに投稿したの
は、2012年12月の米国大統領選挙後であった。SNS
上でこのイラストが拡散したのは大統領選挙後である
ことも影響している。当時の最大の争点は、雇用など
の経済問題であった。貧富の格差が拡大し、米国経済
を支える中間所得層の生活が悪化し、その救済策を
巡って国を二分する議論が起きていた。失業率が8％
を超え、国民の6人に一人が貧困レベルに達していた。
格差是正を政府が主導して「平等」な社会を目指すの
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か、それとも徹底した自由競争の追求かが争点であっ
た。民主党候補のオバマ大統領と共和党候補のロム
ニー氏との戦いであった。公平な社会の実現を掲げ、
巨額の財政支出を伴う政策を推し進めてきたオバマ大
統領は富裕層への増税などで富の再配分を行うことで
格差のない公平な社会を取り戻すと訴える（坂口, 
2012）10）。ロムニー候補は、自由な競争こそが経済を
立て直す道だと主張する。減税や徹底した規制緩和で
政府の関与を弱め、自由な競争を促進すべきだとする。
ロムニー候補のヘルス改革（オバマケア）の批判の主
要な論点は、5,000億ドルを増税し、5,000億ドルのメ
ディアケアを削減することは、国家財政上と憲法に定
める連邦主義の原則にとって大問題であり、対案とし
て自由市場と競争原理を重視し、州の自立性と消費者
選択を重視し、連邦政府の役割を市場における効率性
の担保に限定して連邦政府の役割を医療関連市場にお
ける公平な競争環境の整備に限定することを示した。
選挙の結果、オバマ大統領が再選した。

SNS上の「平等対公平」論争は、まさに政党がより
どころにしている考え方を反映したものとなってい
る。それは、税を仲介とした再配分システムを再構築
する際、大きな政府か、小さな政府か、機会の平等も
許容しない自由至上主義（リバタリアニズム）か、完
全な結果の平等を目指した福祉国家（リベラリズム）
かという考えに集約される。

Ⅲ．社会正義理論

平等を巡る論争の端緒は、「何の平等か（Equality 
of What?）」という問いである（井上，2008）11）。それ
は、正義や平等の規範的構想を提示するには、分配対
象をどういうものにするかを確定し、どのような平等
論にも正義や平等の通貨（currency）が必要である
からである。そこで社会正義理論を概括する。

1．再配分の思想史
再配分の思想史は、社会正義実現のための思想史で

もある（行木，2006）12）。思想の具体的な変遷として、
1）最大多数の最大幸福を原理とする功利主義、2）「公
正」と「平等」を求めるロールズ流のリベラリズム、3）

「自己所有権」に基づいて市場経済を擁護し、福祉国
家の再分配政策を非難する自由至上主義（リバタリア
ニズム）、4）伝統と解釈を拠り所に正義の限界や低次
元性を説く共同体論、5）共同体論の批判を受けたリ
ベラリズムの再構築、アマルティア・センの潜在的ア
プローチという思想を辿ることができる。行木（2006）
に従って主な思想を概括する。

（1）功利主義
功利主義は、個人の利益は快楽をもたらしているか

どうかによって計測され、快楽を結果として増大させ

るかという点から行為や制度の正しさ（正義）を判定
する。その考え方は、結果良ければ全て良しとすると
いう点で目的論的である。功利主義は、算出される利
益の全体的な最大化だけを重視し、得られた利益をど
のように分配するかには無関心である（行木，2006）。
このような総和主義と最大化主義は、多数者の利益の
みを重視することにより、少数者の利益をなおざりに
する危険性、全体主義的な性格を有している。この帰
結主義は、一人ひとりの差異性を十分に認識していない。

（2）公正と平等（ロールズ流のリベラリズム）
功利主義の欠点に対し、ジョン・ロールズは「公正」

という概念を軸として、社会を支えるメンバー一人ひ
とりの納得・合意に基づく社会正義の原理を探求した。
個人の個別性や多様性に真剣に配慮を払い、全体とし
ての社会経済的利益の増進のために個人や少数者に犠
牲を強いることは許されないことになる。その原理は
二つある。

第一原理は、全員が平等の保障を受けている状態と
両立できるものである限りにおいて、平等な基本的諸
権利・諸自由の十分に適正な制度的保障を要求できる、
正当な資格を有している。

第二原理は、社会的・経済的不平等は、以下の2条
件を満たすべきである。
①格差原理：不平等が最も不利な立場にある人々が期
待できる利益を最大化する。
②公正な機会の均等：公正な機会均等という条件下で
全員に開かれた職務や地位に結び付いた不平等に限ら
れる。

ロールズは、最も不利な立場にある人をもっとも効
用の少ない人として理解し、平等・不平等を主観主義
的な効用の点から理解する格差原理の厚生主義的な解
釈に批判的である。ロールズは、個人的な欲求や効用
から独立した「客観的な基準」、具体的な緊急度や必
要度によって測定するべきであると主張する。ロール
ズは、福祉国家が実施する事後的な所得再配分やソー
シャル・ミニマムの保障によっても富の甚だしい不平
等が許容されてしまうと考え、「財産所有の民主主義」
という福祉国家を超え出る制度構想を推奨している。

「社会的基本財」という概念は、市民としてのニーズ
を定式化し、「権利、自由と機会、所得と富、自尊の
社会的基盤」などをあげ、各人の効用ではなく、各人
が所有する社会的基本財という財、すなわち、客観的
基準を設けるとしている。貧困、疾病、障害、失業な
どのリスクは、誰にでも起こりうるという意味で普遍
的な可能性を備えたものであるから、それに対応でき
るような社会の基本構造の設計を行うとする。　

（3）リバタリアニズム（自由至上主義）
リバタリアニズムは、ロールズ以上に自由権の重要

性を主張し、「公共の福祉」による制約、「明白かつ現
在の危機の危険」を避けるための制約、「社会的経済
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的弱者」の生活条件を改善するための制約がかけられ
ることを重要視する。制約は、規制権力の存在を意味
し、規制権力の増大に伴う中央集権化と管理化が人々
の自由を委縮させ、ひいては社会の活力まで奪ってい
るとみている。

リバタリアニズムは、市場を重視し、国家の為し得
ることは、資源の適正配分という市場本来の機能を発
揮できる環境づくりをすることのみであるとする。リ
バタリアニズムの根本的な論拠は、個人の尊厳と自己
所有の概念に集約される。個々人は目的であって手段
ではない。何らかの社会的目標達成のために個人が犠
牲にされたり、あるいはその手段として利用されるよ
うなことがあってはならないとする。典型的なリバタ
リアニズムの思想では再配分は否定される。本人の同
意を得ないで当人の労働の果実、すなわち、所得の一
部を社会全体のために使用することは、当人の身体に
ついて社会が部分所有を強いることになり、その限り
において、当人を奴隷化しているのと同等であって正
義に反するとする。リバタリアニズムは、功利主義や
ロールズの格差原理などは分配の結果を何らかの範型
にはめようとするものであり、個人の自由を侵害する
専制的な再分配になると批判する。

再分配という観点においてリバタリアニズムに対し
ては、市場における原始取得と初期格差の点から批判
されている。特に初期格差においては、市場における
競争がいかに理想的に公正になされるとしても、もし、
既に競争に入る前、スタートラインに並んだ時点にお
いて相当の格差があるとすれば、その時すでに勝ち負
けの大半が決定付けられ、少なくともそれが競争の結
果に少なからぬ影響を及ぼすのは避けられないからで
ある。

（4）共同体主義（コミュニタリズム）
この論者のマイケル・サンデルは、政治社会を構成

する価値原理として共通善（common good）をあげ、
当該社会の人々が共同の熱議と決定を経て形作ってい
くような市民的共和主義を掲げる国家を理想としてい
る。サンデルは、ロールズの格差原理を批判し、社会
的・経済的不平等は、それらが、社会の最も不利な立
場にある人々の利益を最大化することになるようなあ
り方をとるべきであるとする13）。

（5）�共同体主義から批判を受け、リベラリズムを再構
築する

リベラリズムは、共同体主義から共同体における個
人という視点の欠如が批判され、正（社会的な公正）
だけでなく善（個人の生き方）に対しても積極的な配
慮を示しうる倫理的基礎を確立しようとし、「正の善
に対する優先」を修正しようとした。

法哲学者のドゥウォーキンは、個人の利益を意思的
利益（人が実際に要求するものを得たり、達成したと
きに改善される利益）と批判的利益（それを欲求しな

ければ一層その生を悪化させるもの）に分け、批判的
利益の増進という点から「資源の平等」を主張する。
資源の平等は、全ての人に平等な資源配分を確保する
ものであり、各人はその受け取った資源を自分のもの
として私生活に偏向した目的や愛着のために自由に使
うことができる。

ラズは、政府の主要な目標と役割を、人々の福利を
保護促進することに見定める卓越主義と個人の福利に
必要不可欠な自立を擁護し、個人の自由を尊重するリ
ベラリズムの融合し形態とみなす。政府にできること
は、あくまでも人々の自律的な生が可能になるような
環境の創造を促進し、自律的な生の条件を整備拡充す
ることにとどまるとする。自律の原理として、1）基
本的諸能力、2）十分な範囲の選択肢（政府は人々が
偏見や差別などによる制限を受けることなく十分な範
囲の選択肢を活用できる機会を保障しなければならな
い）、3）独立性、の三つを掲げる。

（6）アマルティア・センと正義論の総括
センの思想は、人間の福祉を「効用」に縮滅してし

まう功利主義、市場の道徳的位置を問うことなく自由
放任の資本主義を礼賛する自由至上主義、財の平等分
配でよしとするローズ流リベラリズムなどのいずれの
正義感にも組しない点に帰結される。センの社会的な
再配分に関する基本的な考えは、「潜在能力アプロー
チ」と呼ばれ、利益を再配分された人がその利益によっ
て為しえること（これを「機能」（functionings）、そし
て実現された機能だけではなく機能する潜在能力

（capabilities）に注目する。潜在能力アプローチならば、
客観的アプローチのように個人の相違に鈍感ではな
く、主観的アプローチほど個人の恣意に振り回される
ことはない。センは、再配分される側のプライオリティ
付けを行う際、ある程度の柔軟性を認めるべきである
とも主張している。センの再配分理論は、「個人の相
違に敏感に、かつ、恣意に振り回されることなく」、「再
分配システムの結果的な不備は事後的に修正してい
く」ことに要約される。

2．経済学からみた障害学の問題
経済学者である川越（2008）は、経済学から障害学

の問題を論考している14）。川越は、障害学を「障害の
社会モデル」をさすものとして論を進めている。経済
学では、希少な資源をどのように配分することが効率
的であるかが基本問題であり、社会の文化的・歴史的
関係とは独立・無関係に、希少性のもとでの選択こそ
が普遍的な経済問題であり、「選択の自由」や個人の「自
己決定」にその基礎を置くとする。

川越は、センのケイパビリティという考え方の背景
には、経済学にある帰結主義や効用主義への批判があ
るとする。帰結主義とは、結果が同じであれば、それ
がもたらされた経緯や動機は問わないとする考え方で
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ある。それに対し、故意によるのか過失によるのかに
よって量刑を変えるべきであるとか、その当事者の認
知能力や責任能力に配慮しようという考え方は、帰結
主義を乗り越えようとする考え方である。効用主義は、
財やサービスの消費から得られる効用だけがウェル・
ビーイング（福祉）を決めるという考え方である。ケ
イパビリティの考えでは、ウェル・ビーイング（福祉）
を考える際には、教育やアクセス可能性なども考慮し
なければならないとする。教育や様々な資源へのアク
セス可能性が違う人間の間では、同じ予算、同じ財の
供給があっても消費者としての格差が生じ、ウェル・
ビーイング（福祉）に違いが出てしまうので、この格
差をきちんと測定しようとするのがケイパビリティの
考え方であるとする。

川越は、経済学が効用最大化ではなく、ウェル・ビー
イング（福祉）の最大化を目指すべきであると主張す
る。「個人」の権利を主張し、それを実現するにあたっ
て、「社会」が障害を生み出しているので、それを取
り除くことで障害者が解放されるという考え方は、「個
人」と「社会」を対立的なものと捉え、「個人」の尊
厳を優位に置くリベラリズムの論理である。守られる
べきものは、「個人」の権利であり、誰もが主権性をもっ
た「個人」となるべきとする。障害の社会モデルの主
張は、突き詰めれば、リベラリズムに行き着くとする。

「法と経済学」に関して「コースの定理」がある。こ
れは、紛争当事者の間ではじめに、権利の配分がどの
ようになされていようとも、当事者同士の話し合いや
交渉の末に行き着く結果は、必ず効率的になるとする
ものである。障害者や抑圧されている人々が話し合い
のテーブルに着くには、それ以外の人々よりもずっと
たくさんの取引費用がかかる。障害学が目指すべきこ
とは、この取引費用が不均衡であることを是正するこ
とである。交渉の結果、実現する配分にまで権利を主
張しようとして踏み込むと、誰か他の人の権利を踏み
にじる抑圧に加担することになる。結果ではなく、プ
ロセスの平等を権利として主張すべきだとする15）。

Ⅳ．障害に基づく差別への法的対応

この点について米国の動向を中心に検討する。まず、
米国において公民権法が制定されてからの経緯と
ADAと公民権法の差異を言及し、次に合理的配慮の

「合理的」の法的な解釈に触れる。

1．差別に関する法の経緯
米国憲法の第14条は、平等保護条項を定めている。

しかし、連邦最高裁判所は、1954年まで差別に苦し
む人々に、この基本的な保護を与えてこなかった16）。

連邦議会は、1964年に公民権法第7編（Civil Right 
Act of 1964 ）を制定し、差別に対してより多くの保

護を与えようとした。この第7編の対象は、人種、皮
膚の色、宗教、性、出身国に基づく差別であったが、
障害を理由とした差別を保護の対象としていなかった。

1973年のリハビリテーション法の改正（Rehabilitation 
 Act of 1973 ）の中で障害者にとって重要な差別禁止
事項は、501条、503条、504条である。504条は、政
府機関の使用者、連邦政府から資金援助を受けている
もの、及び連邦政府と契約関係にあるもの、連邦政府
の財政的裏づけをもつすべての活動と企画における障
害者個人に対する差別を禁止することを謳っている。
リハビリテーション法改正後も連邦議会は、障害者に
対する保護を拡大していき17）、1990年7月26日に議
会の圧倒的多数の賛成でADAが制定された。

リハビリテーション法504条は、当初、「合理的配慮」
を含んでいなかった。504条に関する保健・教育・福
祉省の行政規則で「合理的配慮」という用語が使用さ
れている。この規則は、実質的なガイダンスを提供し
ている。しかし、多くの裁判所は、当該規則が議会の
意図を超えることを恐れたのか、規則を広く解釈する
ことに消極的であった。その結果、裁判所の狭い読み
方が、504条のもとでの合理的配慮義務を非常に狭い
解釈に導いた。

2．公民権法と米国障害者法（ADA）の差異
公民権法（1964）は、社会的マイノリティの差別を

禁止するものとして、ADA（1990）の先駆けとなる
差別禁止法と位置付けられる。しかし、ADAと公民
権法は、規範内容や構造が同一ではない。ADAの方
が公民権の反差別定式よりもより複雑な定式を組み込
んでいる。ADAの反差別定式の方が、公民権法より
も以下に示す二つの点でより複雑である。第1点は、

「障害」と資格づけられる個人だけがADAのもとで
訴訟を提起する適格を有することである。公民権法は、
人種、皮膚の色、宗教、性、出身国というそれぞれの
属性を同じくするグループに焦点を合わせている。
ADAは、障害者個人に焦点を合わせている。ADAの
構造は、年齢差別禁止法（1967）18）と類似しており、
特定の被用者に焦点をあてている。第2点は、雇用者
が差別行為をしたか否かを確認する場合に、ADAは、
被用者が「合理的配慮によって、あるいはそれなしに」
職場の地位の本質的な機能を遂行ができる資格がある
か否かを問う。公民権法には当初、合理的配慮の規定
はなかった。公民権法を1972年に改正した「雇用機
会均等法」において、差別禁止法制に初めて「合理的
配慮」が導入された。

公民権法は、人種や性など一定の列挙された属性に
基づく差別を禁止した。それは、平等な処遇（equal 
treatment）アプローチである。ADAは、平等アプロー
チを超える定式を用いている。それは、法律の定める

「資格」を満たす、障害者に「合理的配慮」措置を執
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ることによって機会の平等を確保しようとする差異の
処遇（different treatment）アプローチである。平等
処遇アプローチのもとでも過去の差別の影響による結
果の不平等を阻止することはできない。平等処遇アプ
ローチでは、そのような差別を解消するために、問題
となっている属性を考慮した積極的差別是正措置が取
られる。それに対して、差異処遇アプローチでのもと
では、機会の平等の実質化のために合理的配慮が求め
られる。すなわち、公正な競争を可能にするために個
別的に合理的配慮が求められる。障害者への「合理的
配慮」は、個人化されている。ADAでは、合理的配
慮は、雇用者側に「過度な負担（undue hardship）」
を越えない限り、義務づけられる。過度な負担の調整
は、広範囲にわたる司法上の解釈を必要とする。

ADAにおける合理的配慮は、機会の平等の実質化
としての配慮である。「資格を有する障害がある個人」

（qualified individual with a disability）の定義は、「合
理的配慮」が「資格を有する障害がある個人」である
か否かという文脈にかかわる用語である。合理的配慮
により、またはそれによらずに、当人が現在、就いて
いる又は希望する雇用上の職位の本質的機能を果たす
ことができる障害のある人が「資格を有する障害者（有
資格障害者）」である。

合理的配慮と積極的差別是正措置の違いを検討す
る。合理的配慮と積極的差別是正措置は、「ある人を
平等に扱うために、私たちは彼らを異なって扱わなけ
ればならない」という点から派生しているが、理論と
実際においては異なる。積極的差別是正措置は、理論
上、救済的である。実際面でも差別の犠牲者であるグ
ループに対して過去の差別の誤りの克服のために優先
的な取扱を行うことを要求する。合理的配慮は、理論
上、救済的ではない。過去の差別の克服に着目するの
ではなく、個々の障害がある人の雇用に関する現在の
障害の克服に焦点を合わせており、個別化されている。
合理的配慮は、実際面でも障害者の能力を認めること
を要求し、当該被用者が雇用者の基準に適合すること
ができるように、型にはまらない方法で修正を行うこ
とを要求している。

3．合理的配慮の「合理的」の意味
法学的に「合理的」という言葉には、大別して二つ

の意味がある（青柳, 2007）19）。「合理的区別は、憲法
上許容される」という場合の「合理的」は、理に適っ
た、筋道の通った、道義に適った、という意味である。
それ自体は、何をもって「理に適った」と判断するか
の基準を与えていない。他方、法令の合憲性審査基準
で語られる「合理性の基準」のもとでは、目的に「合
理的」基礎が存在し、目的と手段の「合理的」関連性
が存在することが求められる。「合理的配慮」は、障
害がある被用者に理に適った配慮を意味すると解する

ことができる。
米国連邦最高裁判所は、ADAが条文上、「合理的配

慮」を「過度な負担」とのバランスのもとで規定して
いるとする。すなわち、合理的配慮における「合理的」
の中心となる内容は、経済的合理性を意味するものと
する。

連邦議会は、リハビリテーション法504条に関する
判例を踏まえて、ADAの合理的配慮は、積極的差別
是正措置の同義ではなく、ADAの反差別指令の不可
欠の部分であることを明確にしている。

合衆国憲法第14条第1項において、憲法上求められ
ている平等は、結果の平等を保障する実質的平等では
なく、形式的平等、すなわち、機会の平等を保障する
ものである。機会の平等を事実上、奪われている場合
には、それを是正しない限りは、障害者は機会の平等
を奪われていることになり、憲法第14条第1項に反す
る状態に置かれていることになる。機会の平等を現実
化するための合理的配慮をしないことは障害者への差
別となる。このような合理的配慮は、機会の平等の実
質化を求めるものなので、憲法第14条の伝統的理解
と矛盾するものではない。憲法第14条第1項は、実質
的平等を目指した積極的差別解消措置を執ること自体
は容認されている20）。ADAの合理的配慮には、費用
の点で限界があり、過重な負担による制約につながる。
そもそも合理的配慮は社会目標であり、そのコストを
企業にのみ負わせるべきではなく、国が支えるべき費
用であるという批判がある。

Ⅳ．合理的配慮の「合理的」の法的な解釈

1．�フローエル氏のイラストにみる「合理的配慮」の
概念

「公平」とは何か、「平等」とは何かに関し、経済学
をはじめとして、社会の有り様について説明する理論
は様々あるが、どのような理論もその最も重視する価
値についてすべての人に等しい配慮をしなければ、そ
の理論そのものが「倫理的に」妥当とされなくなる。
また、「効率」と「公正」はお互いに制約条件として
働く「公平と効率はトレードオフ（両立できない関係）」
の関係にある21）。

所得再分配に根本的に内在する問題として強制的な
再分配によって経済成長に負の効果を与えるのではな
いか、事後的な所得再分配を是認するとしても、「自
助努力」に力点を置くのであれば、結果の平等と機会
の平等どのバランスをいかにとるのか、という点が存
在する（行木，2006）22）。

社会正義の実現と新しい再分配システムに関し、弱
者保護という観点に立った場合、社会正義をいかに実
現するのか、そのために何を行えばよいのかが問題と
なる。競争が進めば必然的に敗者が生み出され、この
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敗者をいかに救って社会的な平等を達成するのかとい
うことは分配的正義を求めることでもある（行木, 
2006）。

既に述べたようにフローエル氏は、当初から自身の
イラストが我が国で合理的配慮の説明に使用されよう
とは思っていない。我が国では、このイラストを心の
バリアフリーを啓発させるために、「差別しないって、
どういうこと」の説明のためのヒントとして使用され
ている9）。また、『ずるい？ずるくない？ 「平等」と「公
平」を考えるパワポ紙芝居』に合理的配慮1）の説明
として使用されている7）。これらは、学校教育段階で
平等、公平に関する指導を行おうとする際の先駆的実
践として貴重である。それだけにこのイラストがどの
ようなものであるかを知ることは意味がある。

フローエル氏の右図は、結果の平等を求めている。
左図は、塀の外から野球を見るのに高、中、低の背丈
の違う子どもに同じように踏み台にする箱を提供して
いる。低の子どもは、箱が与えられても野球をみるこ
とができない。右図は、高の子どもは野球を見るとい
う点で台があった場合と満足度は異なるが、見ること
ができるために、自分の台を低の子どもに譲ることに
なる。前者は、一律的な措置で「配分しました」とい
う実績だけを得ようとしがちであるが、後者は、平等

（equality）を守りながらも低の子どもが満足する政
策をとることが大事であることをフローエル氏は主張
している。

2．合理的配慮のイラスト化の試み
前述したように我が国の試みでは、図1の右図にな

るように、野球場の管理人が登場したり、誰かが踏み
台を配ったり、3人で話し合いをさせ、その結果とし
て右図のようにすることが合理的配慮であると説明し
ている。

障害者権利条約では、合理的配慮は、法的には結果
の平等ではなく、機会の平等を実質的に保障するため
の手段として位置づけられている。経済的合理性とし
ての「合理的」である。一定の予算の下で効用を最大
にするように選択するのは、経済学の基本問題である
が、合理的配慮を実行していくには、広義の意味での
基礎的環境整備が必要であり、それを保障する財源の
確保が必須である。図1の右図は、背の高い子どもの
配分を抑制しており、合理的配慮を示すものではない
ことになる。

障害者権利条約では、まず「合理的配慮」を障害者
による「すべての人権及び基本的自由」の平等な享有
と行使を確保するための「必要かつ適当な変更及び調
整」と定義している。次に「合理的配慮」は、障害者
の個別的具体的なニーズを配慮するために特定の場合
に必要とされるものであるとする。第3に「合理的配
慮」の要求は、「変更及び調整」を行う側に「均衡を

失した又は過度な負担」を課すものではないとする。
障害者権利条約は、「合理的配慮」と「過度な負担」
とのバランスを求めている。川越は、国連の「障害者
の権利条約」では、合理的配慮の提供義務が定義され
ているが、費用の便益を比較して利益の方が大きいな
らば配慮を提供するということになり差別によって生
じる費用と便宜の比較評価によって合理的配慮の提供
が決まってしまうとする。その結果、合理的配慮という
概念では費用の方が大きいということで差別を容認す
る結論を下すことになることも予測されるとする12）。

図3は、障害者権利条約における合理的配慮のイラ
スト化を試みたものである。図3の左図は、「サポート」
を示している。踏み台を3人の子どもに配ったが、車
いすの子どもは野球をみることができない。そこで車
いすの子どもに車いすを利用しながら野球をみること
ができる特別な段を用意する。これが右図の合理的配
慮であり、個人に対する特別な措置（配慮）である。
そのためには、この段の設置を保障する財源が必須と
なる。

分配的正義の求める平等の問題は、基本的に、「何
らかの価値に応じて等しく」、「等しきものは等しく、
等しからざるものは等しからざるように」（一定の属
性によって異なった取扱いをすることは平等原則に反
するが、異なった取扱いに合理的な理由があれば、そ
れは平等の要請に反するものではない）というアリス
トテレスの考え方が原則とされてきた。ここに欠如し
ているのは、「各人に彼のものを」という実質的平等
の概念である。この「彼のもの」とは何なのか。何を
もって彼に相応しいとするのか。前者については、社
会的基本財とするロールズ、権原理論を持ち出すリバ
タリアン、後者については「結果の平等」と「機会の
平等」のどちらを重視するのかという議論である。各々
の思想は、市場システムに基本的に依拠し、自由に重
んじる形式的な機会の平等論や実質的な平等論、統治
機構による結果の平等の実現を重視する福利の平等に
分けられる。すなわち、限られた機会の平等のみを認
めるリバタリアニズム、福利の平等を認めるリベラリ
ズムや共同体論、中間に位置する再構築されたリベラ
リズム（ドゥウォーキンの「資源の平等」）やセンの
潜在能力の平等である（行木，2006）。

共同体論者であるサンデル教授は、正義を考える素
材として最高裁の判例（PGA Tour対マーティン）を
基にADAの合理的配慮とは何かを考えさせるテレビ
講義を開設することによりアリストテレス的思考から
如何に脱却するかを論じている 13）。川越（2013）は、
障害の社会モデルと集団責任論で経済学を中心とした
社会科学では、社会の中に不平等が存在しているとき、
それを誰が解消するのかというと、基本的には国家が
解消すべきだという前提に立っており、障害者に対す
る配慮提供の義務が誰に課せられているのかについて
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は、市民社会的な意味での社会の成員、すなわち、企
業などが配慮提供の義務を持つべきだという考えが前
提になっているのではないかとする15）。

サポート 合理的配慮

図 3　�フローエル氏のアイデアを取り入れた合理的配慮のイ
ラスト案

（ 出 典：https://medium.com/@CRA1G/the-evolution-of-an-
accidental-meme-ddc4e139e0e4 を参考に都築が作成した。）

Ⅴ．おわりに

本稿では、障害者権利条約における合理的配慮が、
イラストの「平等・公平」の論争の社会正義理論にお
いてどのように位置づけられるか、この過程で生じた
障害者に関する法律における平等・公平の政策がどの
ように具体化されてきたのかを論じた。具体的には、
米国のソーシャルメディアを賑わした1枚のイラスト
に関する話題を取り上げ、そのイラストにまつわる意
見が社会正義理論の枠組みで整理できると考えられた
ために社会正義に関する思想を概括し、障害に基づく
差別への法的対応例として米国を取り上げた。特に公
民権法が制定されてからの経緯やADAと公民権法の
差異を言及し、障害者権利条約における合理的配慮の

「合理的」の法的な解釈を考え、合理的配慮のイラス
ト案を提示した。障害者権利条約における合理的配慮
は、法的には結果の平等ではなく、機会の平等を実質
的に保障するための手段として位置づけられている。
経済的合理性としての「合理的」であることから一定
の予算の下で効用を最大にしていくことから、これを
保障する財源の確保が必須となる。合理的配慮を実行
していくには、広義の意味での基礎的環境整備が必要
となる。この財源の捻出の考え方は、社会正義論にお
ける分配的正義の求める平等の議論であると同時に政
策論につながる。
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3 ）共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シス
テム構築のための特別支援教育の推進（報告） 
2012年7月23日 初等中等教育分科会

4 ）障害ってどこにあるの？ こころと社会のバリア
フリーハンドブック 教師用解説書　国土交通省
合政策局安心生活課（出典；http://www.mlit.
go.jp/common/001250068.pdf）

5 ）心のバリアフリー」を学ぶアニメーション教材（出
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